
様式第 1号 (乙)(第 2条関係)

収 支 報 告 書

堺市議会議長 的場 慎一 様

議員氏名  水 ノ 上 成 彰

堺市議会政務活動費の交付に関する条例第 7条第 1項の規定により、令和 5年度

政務活動費について次のとおり報告します。

収  入

支 出

令和 6年 4月 19日

(単位 円)
収 入 の 種 類 決 算 額 算 出 基 礎 等

1政務活動費

2その他

3,300,000 @300000円 X   llケ月 3,300,000円

収 入 合 計 3,300,000

使  途  項 目 決 算 額 方:の うち政務活動費充当額 備 考

調 査 研 究 費

研 修 費

要 請 ・ 陳 情 活 動 費

△
ム 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

広 報 。 広 聴 費

人 件 費

事 務 ・ 事 務 所 費

0

25,000

0

0

0

69,790

86,240

1,527,864

880,103

0

25,000

0

0

0

研修・総会などの参加費

研究活動に必要な図書等の購入

ホームページ管理更新

職員アルバイトの雇用

事務所の賃貸事務消耗品等

69,790

86,240

1,527,864

880,103

支 出 合 計 2,588,997 2,588,997
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様式第 14号 (第 7条関係 )

5年度   事業実施報告書
無所属

会派の名称・議員氏名 水ノ上成彰
主な事業・行事名 期   日 内 容 の 説 明

〔研修費〕

日本会議

〔資料購入費〕

日本教育新聞社

毎日新聞

書籍購入

〔広報・広聴費〕

ホームヘ
°―プ管理等

〔人件費〕

事務職員の雇用

〔事務所費〕

事務所の賃貸料

及び事務所関連経費

の支出

R5 5/26。 6/17・ R6 3/28

R5.8,7～ R636

R5.6.29～ R6326

R5 10/12,11/20,12/26

R55～ R63

R55.1～ R6331

R551～ R6.3.31

日本会議年会費及び講演会

日本教育新聞年間購読料 (R58月～R63月 )

毎日新聞購読料 (R5.6月～R63月 )

書籍購入代

ホームヘ
°―プ管理・更新等の作業 (R55月～R43月 )

市政事務での市政対策補助や陳情受付等

のために、職員を雇用した。

堺市全般に関する調査研究を行うため事務所

を借り上げ関連経費を支払った
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様式第 10号 (第 6条関係)

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
5月 1日

1 38,400 -38,400 事務所賃借料及び管理費 (5月分) ⑨

10日 2 998 -39,398 文具代金 (Seria堺高島屋店) ⑨

25日 3 38,400 -77,793 事務所賃借料及び管理費 (6月分) ⑨

26「 !I 4 12,000 -89,793 年会費 (日本会議) ②

311:I 5 115,200 -204,993 事務員バート代金 (5月分) ③

31日 98,456 -303,449 事務員交通費 (6ヶ 月分) ③

月 計 0 303,449 -303,449

累  計 303,449 -303,449

又

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報・広聴費、③人件費、

⑨事務。事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係)

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 生 成 彰

年月日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
6月 lI]

-303,449 繰越

9日 600,000 296,551 政務活動費

17日 7 上000 295,551 年会費 (日 本会議) ②

27日 8 38,400 257,151 事務所賃借料及び管理費 (7月 分) ⑨

29日 9 4,900 252,25, 新聞代金 (毎 日新聞6月 分) ⑥

30日 10 126,720 125,531 事務員バート代令 (6月分) ⑥

月 =「 600,000 1711020 428,980

累 計 600,000 474,469 125,531

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑥資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報・広聴費、③人件費、

③事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
7月 11ヨ 125,531 繰越

3日 11 7.205 H8.326 印刷機リ
ース・コピー使用料

(l抑阪南ヒ'シ
｀
ネスマシン) ⑨

10日 900,000 1018,326 政務活動費

IS日 12 6,214 11012.112 電話代金 (7月 請求分) ⑨

22日 13 21,000 991,112 冷蔵庫代金 ⑨

25日 14 38,400 9521712 事務所貸借料及び管理費 (8月分〉 ⑨

31日 15 115,200 837,512 事務員バート代金 (7月分) ③

月 計 900,000 lSS,019 711,981

累  計 1,500,000 662,488 837.512

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、チ界市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、⑥要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報・広聴費、①人件費、
⑨事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
収入を頂 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
8月 1日 837,512 繰越

1日 16 7,148 S30,364 印刷機リース
・コピー使用料

(硼阪南ビン'ネスマシン) ⑨

7日 17 S,250 822.114 教育新聞購読料 (lttl日本教育新聞社) ⑥

17日 18 6.085 S16.029 電話代金 (8月請求分) ⑨

25日 19 38,400 777,629 事務所貨借料及び管理費 (9月 分) ③

2S日 20 121144 765,485 印刷機リース (三菱と'シ
ド
ネスリース爛) ⑨

28日 21 12, 144 758,341 印刷機リース (三菱ビシ
｀
ネスリース爛) ⑨

31日 22 115,200 638,141 事務員パート代0(S月 分) ⑥

月  計 199,371 -199,371

累 計 1,500,000 86i S59 638,141

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報。広聴費、③人件費、
⑨事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
支出額収入額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
9月 1日

638,141 繰越

1日 23 3.520 634,621
印刷機リース・コピー使用料
(仰阪南ビン'ネスマシシ) ⑨

6日 24 2,750 63i871 教育新聞購読料 (l抑日本教育新聞社) ⑥

21日 25 6,166 625,705 電話代◆ (9月 請求分) ⑨

25日 26 38,400 587,305 事務所賃借料及び管理費 (10月 分) ⑨

26日 27 4,900 582,405 新聞代金 (毎 日新聞9月分 ) ⑥

27日 28 12, 144 570,261 印刷機リース (三菱ビシ'ネスリース柳) ⑨

29日 29 H5,200 455,061 事務員バート代金 (9月分) ③

月 三十 0 183,080 -188,080

累  計 上500,000 1,044,989 455,061

1

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報。広聴費、③人件費、

③事務。事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係)

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 生 成 彰

年月日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目 その他

令和 5年
10月 1日

455,061 繰越

2日 30 3,520 451.541
印刷機リース 。コピー使用料
(柳阪南と

｀
プネスマシン)

③

6日 31 2,750 448,791 教育新聞購読料 (l↑対日本教育新聞社) ⑥

10日 900,000 1,348,791 政務活動費

12日 32 460 1,348,331 「週刊新潮」購入費 ⑥

16日 33 6.113 1,342.218 電話代金 (10月 請求分 ) ⑨

25日 34 38,400 1,303,818 事務所賃借料及び管理費 (H月 分) ③

27日 35 4,900 1,298,918 新聞代金 (毎 日新聞 10月 分) ⑥

27日 36 12, 144 1286,774 印刷機リース (三菱ヒ
｀
プネスリース爛 ) ⑨

31日 37 120,960 1,165,814 事務員パー ト代金 (10月 分) ③

31日 38 107,488 1,058,326 事務員交通費 (6ヶ 月分) ③

月 計 900,000 296,735 603,265

累  計 2,400,000 1,341,674 1058,326

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■

1

務所賃借料など)

2 「項日」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報。広聴費、③人件費、

③事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
H月 1日 i058,326 繰越

1日 39 10,229 1,048,097 印刷機リ
ース・コピー使用料

(l榊阪南ビノネスマシン) ⑨

6日 40 2,750 1,045,347 教育新聞購説料 (l榊 日本教育新聞社) ⑥

17日 41 6,085 1,039,262 電話代金 (H月 請求分) ⑨

20日 42 1,910 1,037,352 書籍購入 (日 本政策研究センター) ③

241J 43 38,400 998,952 事務所賃借料及び管理費 (12月 分) ⑨

27日 44 12,144 986808 ニロ刷機リース (三菱ヒ・プネスリースl抑 ) ⑨

30日 45 4,900 981908 新聞代金 (毎 日新聞H月 分) ⑥

30日 46 H5,200 866,708 事務員パー ト代金 (H月 分) ③

月 こ「 0 191,618 -191,618

累  計 2,400,000 i533.292 866,708

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報。広聴費、③人件費、

③事務。事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
収入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和5年
12月 1日

866,708 繰越

Iに 1 47 8.520 863,188
印刷機リース・コピー使用料
(仰阪南ビゾネスマシン)

⑨

6「J 48 2,750 860,438 教育新聞購読料 (l抑日本教育新聞社) ⑥

261ヨ 49 4,900 855,538 新聞代金 (毎 日新聞12月 分) ⑥

26日 50 6,298 849,240 電話代金 (12月 請求分) ⑨

26日 51 720 848,520 書籍購入 (11本政策研究センター) ⑥

27日 52 12, 144 886,376 印刷機リース (三菱ビシ
｀
ネスリースl抑 ) ③

27日 53 38,400 797,976 事務所賃借料及び管理費 (1月分) ⑨

28日 54 115,200 682,776 事務員パート代金 (12月 分) ③

月 言「 0 183,932 -188,932

累  計 2,400,000 1,717,224 682,776

1

務所賃借料など)

2 「項目J欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報・広聴費、③人件費、

⑨事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

年月日
整理

番号
収入な浜 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和6年
1月 1日

682,776 繰越

4日 55 3,520 679,256
印刷機リース・コピー使用料
(帥阪南ビデネスマシン)

③

9日 56 2,750 676.506 教育新聞購読料 (l株 )日 本教育新聞社) ⑥

10日 900,000 i576,506 政務活動費

22日 57 6.142 1,570,364 電話代命 (1月請求分) ③

251ヨ 58 38,400 1,531,964 事務所賃借料及び管理費 (2月分) ③

26日 59 4,900 i527,064 新聞代金 (毎 日新聞1月 分) ⑥

29日 12, 144 1,514,920 印刷機リース (三菱ビブネスリース棚) ③

31日 61 120,960 i398,960 事務員バート代金 (1月分) ③

月 計 900,000 188,816 711, 184

累  計 3,300,000 1,906,040 1,398,960

の

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
・陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報。広聴費、③人件費、

⑨事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 生 成 彰

年月日
理

号

整

番
収入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和6年
2月 1日

i393,960 繰越

1日 62 12,460 1,38i500 =口
刷機リース・コピー使用料
(柳阪南ヒ'シ

・ネスマシン) ⑨

63 2,750 1,378,750 教育新聞購読料 (l抑 日本教育新聞社) ⑥

15日 64 6,339 上372,4H 電話代金 (2月 請求分) ⑨

20日 65 52,800 1,319,6H
ドソヨン修理・メンテナンス作業

(l抑パソコンメンテ) ⑨

27日 66 12, 144 1,307.467 印刷機リース (三菱ビブネスリース仰) ⑨

28日 67 41900 i302.567 新聞代金 (毎 日新聞2月 分) ⑥

28日 68 38,400 i264,167 事務所賃借料及び管理費 (3月分) ⑨

29日 69 127,680 i136,487 事務員バート代金 (2月分) ⑥

月 ]r 0 257,473 -257,473

累 計 3,300,000 2,163,513 1,136,487

1

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(①調査研究費、②研修費、③要請
。陳情活動費、④会議費、⑤資料作成費、⑥資料購入費、⑦広報。広聴費、①人件費、

③事務・事務所費)
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様式第 10号 (第 6条関係 )

会 計 帳 簿

会派の名称

議員氏名

無所属

水 ノ 上 成 彰

整理

番号
年月日 1又 入額 支出額 残額 内容 項 目

その

他

令和6年
3月 1日

1,186,487 繰越

1日 70 3,520 1,132,967
印刷機リース・コピー使用料
(l榊阪南ビシ'ネスマシシ)

⑨

6日 71 2,750 1,130,217 教育新聞購読料 (l榊 日本教育新聞社) ⑥

15日 72 86,240 1,043,977 h―ムギーシ
｀
管理・更新料 (スリーステリフ

・
) の

18日 73 6,170 1,037,807 電話代金 (3月 請求分) ③

25日 74 38,400 999,407 事務所貨借料及び管理費 (4月 分) ⑨

25日 75 124,960 874,447
ドソコン購入、初期設定

(l榊パソコンメンテ)
⑤

26日 76 4,900 869,547 新聞代金 (毎日新聞3月分) ⑥

27日 77 12, 144 857,403 印刷機リース (三菱ビン'ネスリースll釉 ) 6)

281ヨ 78 12,000 845,403 年会費 (日 本会議) の

29日 79 1341400 711,003 事務員バート代金 (3月分) C)

)]  言r 0 425,484 -425,484

累 計 3,300,000 2.588,997 711003

又 の

務所賃借料など)

2 「項目」欄には、堺市議会政務活動費の交付に関する条例別表に規定されている政務活動
費の使途項目を記載する。 (次の番号の記載でも可)(C)調査研究費、C)研修費、(こ)要請
・陳情活動費、④会議費、⑥資料作成費、C)資料購入費、C)広報・広聴費、⑤人件費、

⑨事務。事務所費)
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参考様式第 1号

雇用状況報告書

会派の名称団

議員氏名

※雇用契約書またはそれに代わる書類の写しを併せて提出すること。

※職務内容をもとに算定する場合の按分率

職務内容 按分率

政務活動+後援会活動 1/2

政務活動 +後援会活動 +政党活動 1/3

無所属

水 ノ 生 成 彰

(_)

河内長野市

令和 5年 5月  1日 令和 9年 4月  30日

ご直接雇用 □その他 (派遣等 )

30  時間 / 週  (1日   6 時間×   5 日 / 週 )

ぎ時給□月額  □日額 1,200円

由政務活動  □政党活動  」後援会活動  □( )活動

邑勤務実態をもとに算定

(週勤務時間数のうち政務活動にかかる時間) 24 時間
(週勤務時間数) 30  時間

80% □職務内容をもとに算定 ※下記参照

□生計を一にしない親族  凸第二者  口その他 (

※議員と被雇用者の関係は、生計を―にしていないことを条件とする。

)

(上記以外の活動がある場合は、その活動を含めて分母の数とする。 )

14



が考様式第2号

雇 用 契 約 書

ふりがな 生 年 月 日

氏  名

現 住 所
河内長野市

TEL

下記の条件で契約します。

雇用期間 令和 5年 5月  1日 から 令和 9年 4月 30日 まで

就業場所
堺市西区浜寺諏訪森町中 3丁 272‐ 2

仕事内容
市政事務所内事務

就業時間

(休憩時間)

C討・午後9時 30分から
(  12時～13時

午前・⑫ 4時 30分まで

)

休   日
土、 日、祝

給与 (賃金)
lヶ 月 約 144,000円  (時給 1,200円 )

給与支払
毎月 月末支払  (月 末締め)

給与振込先
手渡 し

上記契約期間満了をもって本契約を解消する。

契約書は 2通作成し、双方が各 1通を保管する。

令和 5年 5月 1日

雇用者アlく /工 汰々
被雇用

15



参考様式第5号
出 勤 簿 (  2023  年   5   月 )

労働時間
日 曜 日 始業時間 終業時刻

基 本 時 間 外

備  考

1 月 09:30 16:30 06:00

2 火 09:30 16:30 06:00

3 水 憲法記念日

4 木 みどりの日

5 金 こどもの日

6 上

7 日

8 月 09:30 16:30 06:00

9 火 09:30 16i30 06:00

10 水 09:30 16:30 06:00

11 木 09:30 16:30 06,00

12 金 09:30 16:30 06:00

13 土

14 日

15 月 09:30 16:30 06:00

16 火 09:30 16:30 06:00

17 水 09i30 16:30 06:00

18 木 09:30 16:30 06,00

19 金 09:30 16:30 06:00

20 上

21 日

22 月 09:30 16:30 06100

23 火 09:30 16:30 06100

24 水 09130 16:30 06:00

25 木 09:30 16:30 06:00

26 金 09:30 16i30 06:00

27 土

28 日

29 月 09:30 16:30 06:00

30 火 09:30 16:30 06100

31 水 09:30 16:30 06:00

合計 120:00 0:00

出勤日数 20  日
解認印
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参考様式第5号
出 勤 簿  (  2023  年   6   月 )

労働時間日 曜 日 始業時間 終業時刻

基 本 時 間 外

備  考

1 木 09:30 16:30 06:00

2 金 09:30 16:30 06:00

3 土

4 日

5 月 09130 16:30 06:00

6 火 09:30 16:30 06:00

7 水 09:30 16:30 06:00

8 木 09:30 16:30 06:00

9 金 09:30 16130 06:00

10 土

11 日

12 月 09:30 16:30 06:00

13 火 09:30 16:30 06:00

14 水 09:30 16:30 06:00

15 木 09:30 16:30 06:00

16 金 09:30 16:30 06:00

17 土

18 日

19 月 09:30 16:30 06:00

20 火 09:30 16:30 06:00

21 水 09:30 16:30 06:00

22 木 09:30 16:30 06:00

23 金 09:30 16:30 06:00

24 土

25 日

26 月 09,30 16:30 06:00

27 火 09:30 16:30 06:00

28 水 09:30 16:30 06:00

29 木 09:30 16:30 06:00

30 金 09,30 16:30 06:00

合計 132:00 0100

出勤日数 22  日
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参考様式第5号

出 勤 簿 (  2023  年   7   月 )

労働時間
日 曜 日 始業時間 終業時刻

基 本 時間外

備  考

1 土

2 日

3 月 09:30 16:30 06:00

4 火 09:30 16:30 06:00

5 水 09:30 16:30 06:00

6 木 09:30 16:30 06:00

7 金 09:30 16,30 06:00

8 土

9 日

10 月 09:30 16:30 06:00

11 火 09:30 16:30 06:00

12 水 09:30 16:30 06:00

13 木 09:30 16:30 06:00

14 金 09i30 16:30 06:00

15 土

16 日

17 月 海の日

18 火 09:30 16:30 06:00

19 水 09:30 16:30 06:00

20 木 09:30 16:30 06:00

21 金 09:30 16,30 06:00

22 土

23 日

24 月 09:30 16:30 06:00

25 火 09:30 16:30 06:00

26 水 09:30 16:30 06:00

27 木 09:30 16i30 06:00

28 金 09:30 16i30 06:00

29 土

30 日

31 月 09:30 16i30 06:00

合計 120100 0:00

出勤日数 20    日
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参考様式第5号
出 勤 簿 (  2023  年   8   月 )

労働時間
日 曜 日 始業時間 終業時刻

基 本 辟手F日司タト

備  考

1 火 09:30 16:30 06:00

2 水 09:30 16:30 06:00

3 木 09:30 16:30 06:00

4 金 09:30 16:30 06:00

5 土

6 日

7 月 09i30 16:30 06:00

8 火 09:30 16:30 06:00

9 水 09:30 16:30 06100

木 09130 16:30耳0 06:00

11 金 山の日

12 土 夏季休暇

13 日 夏季休暇

14 月 夏季休暇

15 火 夏季休暇

16 水 09:30 16:30 06:00

17 木 16:3009:30 06:00

18 金 09:30 6ヽ:30 06:00

19 土

20 日

21 月 09:30 16,30 06:00

22 火 09:30 16:30 06:00

23 水 09:30 16:30 06:00

24 木 09i30 6ヽ:30 06:00

25 金 09i30 16:30 06:00

26 止

27 日

23 月 09:30 16:30 06:00

29 火 09,30 16:30 06:00

30 水 09i30 16:30 06:00

31 木 09:30 16:30 06:00

合計 120:00 0:00

出勤日数 20    日
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参考様式第5号
出 勤 簿 (  2023  年  11   月 )

労働時間
曜 日 始業時間 終業時刻

基 本 時間外

備  考

1 水 09:30 16:30 06:00

2 木 09:30 16:30 06100

3 金 文化の日

土4

5 日

6 月 09:30 16:30 06:00

7 火 09:30 16130 06:00

8 水 09:30 16:30 06:00

06:009 木 09:30 16:30

10 金 09:30 16:30 06:00

11 土

12 日

13 月 09:30 16130 06:00

14 火 09:30 16i30 06:00

15 水 09:30 16:30 06:00

16 16:30 06:00木 09:30

17 金 09:30 16:30 06:00

18 土

19 日

20 月 09:30 16i30 06:00

21 火 09:30 16:30 06:00

22 水 09:30 16:30 06:00

勤労感謝の日23 木

24 金 09:30 16:30 06:00

25 土

26 日

27 月 09:30 16:30 06:00

28 火 09:30 16:30 06:00

29 水 09:30 16:30 06:00

30 木 09:30 16:30 06:00

合計 120:00 0:00

出勤日数 20日

(
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参考様式第5号
出 勤 簿 ( 2023  年   12  月 )

名

労働時間
日 曜 日 始業時間 終業時刻

基 不 辟子FttЯタト

備  考

1 金 09i30 16:30 06:00

2 土

3 日

4 月 09:30 16:30 06:00

5 火 09:30 16:30 06:00

6 水 09:30 16:30 06:00

7 木 09:30 16:30 06:00

8 金 09:30 16:30 06:00

9 土

10 日

11 月 09:30 16:30 06:00

12 火 09:30 16:30 06:00

13 水 09:30 16:30 06100

14 木 09:30 16:30 06:00

15 金 09:30 16:30 06:00

16 土

17 日

18 月 09,30 16:30 06:00

19 火 09:30 16:30 06:00

20 水 09:30 16:30 06:00

21 木 09:30 16i30 06:00

22 金 09:30 16:30 06:00

23 土

24 日

25 月 09130 16130 06:00

26 火 09:30 16:30 06:00

27 水 09:30 16:30 06:00

28 木 09:30 16:30 06:00

29 金 冬期休暇

30 土 冬期休暇

31 日 冬期休日脱

合計 120:00 0100

出勤日数 20日
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参考様式第5号

出 勤 簿 ( 2024  年   1   月 )

日 曜 日 始業時間 終業時刻 労働時間
備  考

基 本 時間外
1 月

冬期休暇

2 火
冬期休暇

3 水
冬期休暇

4 木
冬期休暇

5 金 09:00 17:00 07:00

6 土

7 日

8 月
成人の日

9 火 09:00 17:00 07100

10 水 09100 17:00 07:00

11 木 09:00 17:00 07:00

12 金 09:00 17,00 07:00

13 土

14 日

15 月 09:00 17:00 07:00

6ヽ 火 09:00 17:00 07:00

17 水 09:00 17:00 07:00

18 木 09:00 17i00 07:00

19 金 09:00 17:00 07:00

20 土

21 日

22 月 09:00 17100 07:00

23 火 09:00 17:00 07,00

24 水 09,00 17:00 07,00

25 木 09100 17:00 07:00

26 金 09:00 17:00 07:00

27 土

28 日

29 月 09:00 17:00 07:00

30 火 09:Oo 17100 07:00

31 水 09:Oo 17:00 07:00

合計 126:00 0,00

出勤日数 13日
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参考様式第 3号

事務所 (使用)状況報告書
会派の名称 無所属
議員氏名  水 ノ 上 成 彰

管理責任者

(議員名)
水 ノ 上 成 彰

事務所名 水 ノ 生 成 彰 市 政 事 務 所

所在地

T592--8348

堺市西区浜寺諏訪森町中 3丁 272‐ 2

/

1階

TEL 072( 263 )0333

兼用の有無

□自宅兼事務所  画専用事務所 ( 賃貸借契約先  株式会社 丸仲住宅  )

他
包
途との兼用

有 ―
無

□私的使用

後援会事務所

□政党活動事務所

□会社等 (関係団体 )

延べ面積
49.55

m
賃借料

月額 48,000 円

(政務活動費充当額 38,400   円)

政務活動事務所

として使用する

割合 80  %

(次のいずれかの説明方法を選択)

Ξ経母巨∈|::B  督
用面
馬20時間のう彊

/延

ミ思需
)

事務所関連経費

按分比率など

維持管理

経費

□電気代・・・

ロガス代・・・

口その他 (

%

%

□

超
水道代・・・    %
固定電話代・・・ 80 %

)・ ・ ・ %

駐車場

賃借料

%

月額

(政務活動費充当額

円

円 )

【所在地】

/

所有区分
□生計を―にしない親族  造第二者  □その他 (

※議員と貸主の関係は、生計を一にしていないことを条件とする。

)

備  考

※事務所。駐車場を賃借する場合は、賃貸借契約書またはそれに代わる書類の写しを併せて提出すること。
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ィ
ガ
‐′
や ｀

ゝ ヽ

所在地 :堺市西区浜寺諏訪森町中三丁272-2
1階 :水ノ上成彰 市政事務所

令和デ竿午月とジ日

賃貸人

事業用貸貸借契約書

(事 務 所 )

賃借人 水ノ上 成彰
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3-(1)事 業用賃賞借契約書 (事務所〕

事業用賃貸借契約書 (事務所)

貸主  (以下「甲」という。)と借主 水ノ上 成彰  (以下「乙」という。)は、この契約書により頭

書に表示する不動産に関する賃貸借契約を締結した。

頭書 (1)目 的物件の表示

頭書 (2)事業内容 (具体的に記載すること)
市政事務所

頭書 (3)契約期間
令和5年   5月    1日  から 令和7年   4月    31日 まで (  2 年間)

目的物件の引渡し時期 年   月   日

頭書 (4〕 賃料等

建

物

名  称
水ノ上成彰 市政事務所 1階   号室

区画番号 ( )

所 在 地
(住居表示)堺市西区浜寺諏訪森町中三丁 272番 地 2
(登記簿)同上

構  造

木造

スレー ト葺

( 2 )階建

種  類 居宅 。事務所・車庫 新築年月 平成 2年 4月

面  積 1階部分 49.55∬

附 属 施 設

賃 料 月額 45,000円 管理費 月額 3, 000円
家 財
保険料

円

保証金
解約

控除金
円
附 属
施設料

月額

(内消費税等

円

円)

その他の条件

貸与する鍵
鍵 No.

本 数

TD5 1本   複製 1本
計 2本

B028171G

1本 本

賃料等の支払時期 翌月分を毎月27日 まで

賃 料 等

の 支 払

方法

団振  込

池田泉州銀行・諏訪森支店

普通預金

口座番号 :
口座名義人 :株式会社丸仲住宅

振込手数料負担者 :借主

力)マルナカジュウタク

(事務所)1 1503
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頭書 (5)借主緊急連絡先

頭書 (6)貸主及び管理業者

※貸主と建物の所有者が異なる場合は、次の欄も記載すること。

頭書 (7)乙の債務の担保

頭書 (3)更新に関する事項

(氏 名)水 ノ上 成彰
(自  宅)TEL 0
(勤務先)TEL (会社名・部署名)堺市役所

緊急連絡先

(担当者)

(携  帯)TEL 0

氏名 
貸   主

住所 大阪府堺市

管 理 業 者 商号又は名称 株式会社丸仲住宅
所 在 地 堺市西区浜寺元町二丁 163-l TEL 072-263-6634

賃 貸 住 宅 管 理 業 者 登 録 制度 登 録 番 号 回土交通大臣 (   )第 号

(―社)全国賃貸不動産管理業協会会員番号
※(‐イL)全 LЦ賃蛍不動産管理業協会の会員である場合に記載

管理担当者
(賃貸不動産経営管理士i登録番号              )
※賃貸下動産経営管理士の登録を受けている場合に記載

氏名

氏名
所 有 者

住所

担保の方法

(本契約で採用する

ものにチェックし、

そのオF欄 に所定の事

項を記載する)

団連帯保証人 氏名

住所

国家賃債務保

証会社の提供

する保証

家賃債務保

証会社名

主たる事務

所の所在地

甲又は乙から何ら申し出の無い場合は同一条件で自動更新するものとする。

業用賃貸 (事務所)
′
15.03
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頭書 (9)特約事項
。明け渡しの際、専門業者によるハウスクリーニング、及び消毒は借主の負担にて行うものとする。

・本契約解約時において、保証金の解約控除金は無いものとし、貸主は借主に保証金全額を速やかに返還すること

とする。但し借主に故意による物件損傷、残留物等があれば借主は自費で処理しなければならないが、その間、借

主は貸主に保証金の返還請求はできないものとする。

・乙は、本物件を 1階を水ノ上成彰 市政事務所、 2階を税理士法人水ノ上会計として賃借するが、どちらか一方
だけを解約することはできないものとする。

・甲は、乙が物件の改造工事を行うことを了承する。

(現駐車場を部屋に改造、シャワー室撤去し流し台を取付等)

。本契約は 2年以上締結する。乙が万-2年未満で解約する場合は、違約として原状復囁工事 (乙が行った改造工
事を元に戻す)を しなければならないものとする。

15,08

)
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甲 ・ 貸 主

酪 TEL  07

住所  大阪府堺市

氏名 TEL  07

住所  大阪府堺市

乙 ・ 借 主
酪ふ/上裁% TEL  0

住所  大阪府堺市

連帯保証人

氏名 TEI,

住所J廃やくやラ犀単移

本契約の締結を証するため、本契約書を2通作成し、貸主、借主が記名押印の上、各自 1通を保有する。

ク′2デ  年 守月 2】 日

※回は実印

※この契約書は、宅地建物取引業法第37条に定められている書面を兼ねています。

宅

地

建

物

取

引

業

者

A B

主たる事務所

所在地・TEL

商号又は名称

代表者の氏名

堺市西区浜寺元町二丁 163-1

072-263-6634

株式会社丸仲住宅

久保 尋己

主たる事務所

所在地・TEL

商号又は名称

代表者の氏名
⑩

免許証番号 大阪府知事  ( 10 )第 27590号 免許証番号 !

大臣

知事
( )第   号

免許年月 日 令和4年    9月   5日 免許年月 日 1  平成   年   月   日

宅

地

建

物

取

引

士

氏 名 1 久保 尋己

登 録 番 号
|

( 大阪 )第 号

氏 名 ⑪

登 録 番 号 ( )第 号

業務に従事する

事 務 所 名

株式会社丸仲住宅

事務所所在地

TEL
堺市西区浜寺元町二丁 163-1

072-268-6634

業務に従事する

事 務 所 名

事務所所在地

TEL

(事務所)
′
1503
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7【 )工八按夕を″術

注 文 静 書

(甲湧卸中

以下の契約条件にもとづき注文をお請けします。

注 文 番 号 236D561357E0

発行日29,3年 6_月墨 日

受注者(乙 ):富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社

所 在 地 大阪府大阪市中央区今お2丁 目5答 8子

社  名 
言士フイルムビジネスイノペーションシャバン株式会な

大阪夫社長
役 職 名

氏  名
カロ溝轟

契 約 条 件
本契約によって乙が甲に提供する、物品・サービス等 (以下、物品・サービス等という)の内容・料金。支払い条件・設置
先・特約事項等については、本注文書に添付された各契約ごとの記載項目(以下、記載項目という)で定めるものとしま
す。

物品・サービス等の内容・提供条件・免責事項等の契約条件の詳細は、記載項目の「契約条項参照先」に記載のURL
に格納されている、各契約ごとの条文等 (契約条項,条件書,利用規約その他の条文,以下、契約条項等という)で定める
ものとします。なお、本注文書による甲から乙への注文に係る契約の種類は、下記の契約種類に記載のとおりとします。

3 物品・サービス等に特有の付帯事項等により、契約条項等に追加することが必要な条項 (以下、追加条項という)がある
場合には、記載項目の「契約条項参照先」に記載のURLに格納されている追加条項を参照するものとします。

4 記載項目に記載する販売代金・サービス料金等には、消費税および地方消費税相当額は含まれません。

記

契 約 種 類

A トータルサービス契約

以下余白
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A

契約種類ホータルサービス契約

契約条項つ'照先 :httpS ://― .魚jJttm,Com/1b/Support/kサ
ak‖

契約条件書番号,JTTA00 lBツ10416,P-5050(10)_221101_P-77
35_221121lP-7912_221121

契約期間:設置先等に記載のとおり

料金計算の締切日1末日締

支払日:翌々月10日 支払

霊岳密と笞rξ奪 揺 緊 爾 と読 房Б説府
方式一珈こ記載しまi

つき)
A-1

契約対象商品 ApeosPort― VI C2271 RC PFS

黒モード

ファレカラーモード

最低コピー/プリント料金
3,0003ヵ月額

ント料金は商品の各モード1こおけるプ)ント数
の合計にもとづいて計算します)

1カウント1こつき

1カウント1こつき

2.5

15

商品毎のコピー/プリント枚数の算出メ
ーター (コピー/プリ

RC
黒モード

設置先等

フルカラーモード

272-2
2oこと

日期間
ｑ
丁

でま日上る

メーター5
3 メータ

事業所名 :水ノ上成彰事務所

都課名 :

メーター6:

,Юユも

t郎 』舒Z:i汁麿婆撃号劇
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契約条項 JttA001 B_210410

,1条  本契約条項は、注文書寵載の契約対象商品(以下、商品という)に関する、甲を発注者乙を受注者とする甲る間の注文書
“

載の契約 (必下、本契約という)に適用されます。
;2条  トータルサービスとは、乙が甲に乙のサービス可能地域内において第7条の保守サービスを行い、ドラムカートリンジ等の導光体(以下、感光体と構称する)および必要な消挿品等(るの指定する販
売消耗品を除く。以下同じ)を供給,交換することをいいます。

,3条  甲は商品の設置場所を変更する暑合、予め乙に通知します。この■合、作業は乙またはるの指定する者が夷落し、甲は移動,骰ほ田義帯設置尋所の変更に要する費用を乙に支払います。
;4条  注文書配載の契約翔間満了の2ヵ月前までに甲乙いずれからも本拠約を終了させる意思表示がない尋合、更に1年間更新し以後の更新も2回をμ二慶として同様とします。ただし、乙が本契約条
件で保守サービスの結撹が困難と判断した尋合、乙は、注文書寵載の翼ぷ,期蘭満T(更新後においては更新後の拠胸翔岡消T)の 2カ月前までに甲に次の方式を通知し、甲は、当骸方式から
選択します。
(1)乙所定の有料オーパーホールを実たした上本契約を1年間更新し、その後の更新は2回までとする。
(2)乙所定の再契約料金により3年間を限度として新たなトータルサービス契約を締結する。
(3)スポット保守方式および感光体,消耗品等,部品の別売方式とする。
2前項にかかわらず、感光体,消揺品等,部品の製造中止にともない供給が困難になるう合、乙は2カ月必上前に甲に通知し、本契約を終了させることができます。

手5条  甲は、毎締切日のメーターカウントを次のいずれかの方法によりるに連作し、乙は連絡された使用コピー/プリント数および注文書杞載のトータルサービス料金にもとづいて料金を計算し、料金計算
の開始日は本契約の開始日とします。
(1)甲がメーターカウントを記入した商品毎のメーター連絡票あるいはそれに代わる擦 等をるに選付する方法
(2)甲 の承講にもとづき、乙が毎締切自のメーターカウントを送隔自動検針する方法
2ヨピー/プリント数の算出は、注文書に記載のメーターを使用して年出します。各メーターの適用については、別途乙所定の書面によります。
3トータルサービス料金は、注文書記載のトータルサービス料金項目等に記載の各モード料金の合計額とします。
4るの技術者が商品の保守にあたつて、商品の点検と編甚のため使用したコピー/プリントは、その数を各モードのヨピー/プリント数から差し引きます(差し引き後のコピー/プリント教を以下、「テスト
桂除後コビー/プリント数Jといいます)。
6不良コピー/プリントが発生した場合は、注文書記載のミスコピー控除方法の記戦に従い取り扱います。
6用紙サイズによリヨビー/プリントのカウントアップは、乙が別途定める条件に従い、枚数になる場合があります。
7両面コピー/プリントをした場合、表両コピー/プリント,裏面コピー/プリントそれぞれを1ヨピー/プツントとしてカウントします。
S注文書配載の「請求サイクルJ期間中のトータルサービス料金が最低コビー/プジント料金に満たない場合、甲は最低コピー/プツント料金を乙に支払います。
9契約開始または終了時において、商品の使用期間が注文書組載の「請求サイクル」に満たない与合は、次のとおりとします。
(1)「腑求サイクル」が lヵ月の場合、最低ヨピー/プリント料金を適用せず使用ヨビー/プリント数に相当する額とします。
(2)「備求サイクル」が複数月のう合、最低ヨピー/プリント料金を適用せず、使用ヨピー/プリント数をもとに経過月数(靖教切上げ)に応して計算します。
(3)注文書にトータルサービス料金加算額がある場合、当族力

“

算額は商品の使用日数に応して日割計算した額とします。
10料金の計算にあたり、円未満の時数は切捨てます。

子6条  乙はトータルサービス料金および本契約にもとおくその他すべての甲の金儀債務に消費税等相当額を加算して甲に請求し、甲は注文書紀載の支払日までに当該請求金額をるに現在 (銀行振込
む`)で支払います。
2  怖項の支払を遅廷したう合、甲は午利 12%の割合による遅妊損害金を乙に支払います。

子7条  乙は商品が故障した場合、甲からの要騰にもとづき技術者を深造または乙が相当とBBめる方法により修理および部品交換等の保守サービスを実施し、商品の部品を交換した尋合、取り外した部
品の所有権は乙に帰属します。

18条  るがトータルサービスを甲に提供する時開帯は、乙の営業日における乙所定の営業時聞内とします。
2乙が技術者を派遣してるのサービス拠点から100km以上離れている与所において保守を提供するザ′合、甲は乙の情求にもとづき乙所定の道距諄保守サービス料金等を乙に支払います。
3るの技術者が障害,爪因を開査した結果、本契約対象以外の機械装置等に原因があることが判明した号合、甲は乙所定の基準により計算される原因祠査料金を乙に支払います。
4るが要備した場合、甲は甲の費用と責任において、商品に接続する本契約対象以外の機械装置または当族機械装置で警職使用するヨンピューター・プログラム,データの障害等を瞬査します。
5次のいずれかの事由に瞭当するう合、乙は前条に定める保守サービスの提供横務を免れます。
(1)商品所定の取扱説明書等に記載された操作方法以外の使用または商品所定の設置使用環境以外での使用に起四する故障のを理・調建
(2)際操作,落下,電磁的影響,強い衛撃その他取搬い上の不注意に起因する故障の修理・調建
(3)商品以外の機械装置またはヨンビューター・プログラム(ヨンピューター,ウイルス等の有害プログラムを含む)に起因する故障の修理・爾整
(4)るが指定する者以外の者による修理もしくti改造またはるが指定する方法以外の方法による移動に起因する故障の修理・瞬豊
(5)火 災,風水害,地震等の天災地変およびその他不可抗力にl電因する故障のと理・調建
(6)乙の指定する仕様規格以外のパーツまたは消耗品等の使用に起因する故障の修題,嗣盛
(7)甲が独自に設定した使用環境への復旧その他納入時と異なる状態への復旧
(3)高 所作業,二量物の移動を件う作業その他の危険作業
6前項のいずれかに該当しそれが原因で故障した商品の保守を甲がるに要請する場合、るは、甲乙鶴造の上決定する対応処置を乙所定のスポット保守料金でおこないます。ただし、るが対応不能と
判断する場合において、るは何らの提供義務も負うものではありません。

子9条  乙は本契約成立と同時に商品毎に感光体1本および道当数量の消耗品等を甲に供給し、その後は乙の指定する者の巡回または甲の申出によって道宜供給します。ただし、感光体およびデベロ
ッパーについては、画質維持のため乙が必要と認めた場合に乙が交換します。
2乙は、第7条の保守サービスの提供および前項の感光体およ【〆消耗品等の供給をるの指定する者に委託できます。

f10条 感光体および消耗品等の所有権は乙に属し、甲はこれらを善良なる管理者の注意嶺務をもつて保管し、通常の用法に径い使用し革す。
2甲は乙が供給する感光体および消耗品等を商品以外の機械装置等に流用できません。
H条 商品の使用にあたり、甲は商品の取扱説明書等に記載する仕様に道合した用紙を使用します。
12条  甲が乙の事前の書面による承隣を得ずに本契約によって生じる権利または強務を第二者に強法または賃貸した尋合、本契約は終了します。
13条  乙は lヵ月前までの(ただし、甲が不利とならないⅢ合は事前の)■面による通知によつてトータルサービス料金を改定できます。
14条  甲またはるが本契約の解約を希望する尋合、解約希望日の lヵ月前までに書面による通知によって相手方に予告します。ただし、甲が前条の料金改定によつて解約する号合、料金改定の通知解 iO日以内に書面によつて乙に通知することにより料金改定の前日をもつて解約できます。
15条    |は 乙が次の各号のいずれかに該当した揚合、債務の期限の利益を自口,的に失い、相手方にその時現在負担する債務を即時履行します。

(.′ ド契約条項の1つにでも違反する事由が生したとき
(2)差押,仮差押,仮処分,競売,破産,民事再生,特別清算,会社更生,特定調停その他これらに類する手続の申立または公租公際の滞納
(3)手形または小切手の不渡り、その他信用を著しく失墜する事由が生したとき
2甲またはるが前項各号のいずれかに散当した得合、相手方は何ら催告を要せず、直ちに本契約を解除できます。

16条  乙が前条第2項にもとづきホ契約を解除する尋合、乙および乙の関連会社は本契約以外の甲との取引においても、甲との間に発生する債権債務を甲の承幣なく相殺することができます。
17条  乙は、火災,水害,地農,ストライキその他不可抗力が原因てトータルサービスを寿れてきない場合、その責任を負いません。

憾籍潔i戦臨継岳解管程畠綴辮僣蹴好跳蕩謡簡釧電蟄識まi閉条
B身身韓ヨ盤鞘 錘抄

渓霜華釘線辮 納 機魏卸 壊韻桑郷恥箕整亀ピれ壁踏ぁ監協妻無憲&臨優継套路
2甲および乙は、前項の規定を、自己の委託先および自己の日違先にも順守させるよう努力するものとします。
3甲 および乙は、前二項に対する造反を発見した場合、すみやかにこれを是正するものとし、当該違反が相手方に影響を与えると判断したう合には、直ちに相手方にその事実を報告しますt
4.甲 および乙は、相手方が前三項に違反した場合、催告なく、直ちに本契約を解「魚することができるものとします。この場合、相手方に損害が発生しても、その損害は賠償しないものとします。S本契約締結以前に、甲乙関で反社会的勢力との取引防上に関して合意している場合、当腋合意内容を径先して造用するものとします。

'21条
 本契約に関する訴訟は、るの本店所在地を管構する裁判所を第一をの裁判所とします。

'22条
 本契約に定めっない事項または本契約条項の解釈に疑義が生した場合、信義にもとづき馘実にその都度甲乙協議の上決定します。

以 上

j

手

子

子

子

;

;

」百 A0018_210410.トータルサービス契約望号文書または 7号文書
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契約条項 P5050(10)_221101

甲と乙は、るが甲に提供するEP(Electro■ ic Partnership)の利用に関し、以下のとおり同意します。

よ 聯  
「機械」という)において本契約条項に定める条件で EP(Eloctronic Partnership)を 利用することに同意します。

条
お
条
　
　
　
　
　
条

１

甲

２

■

み

３
，
４
，
　

３

第

第
　
　
　
　
第

し

どうネス イ ―ショ

ビス内

い に 、 す

イ″レム ス イ それらの業務委託先をいい

―ビス
めるほか、富士フイルムビジネスイノベーシヨン株式会社がホームページで定める

「EP」

る こ で の

始 が
します

l

2.

「EP」 によ
の利用に

つ て

係

甲に
(以

容は、
うヽ) の とV

「富士フ
URL: ht tps:
ルム

fuj
ス

る

フ ルムビ

シ

す 甲

ベーショ

ノベーシヨ の 規約」 た日から

る場合は、「EP利用規約」力i任先して適用されるものとします。

ち必要な範囲で情報を利用します。ただし、取得したデーターに個
ります。

ま

花穀輪 祭ゝケ撃曇籐控銘締亀詈躙碑縣騒請鋭脇追

る費用は、甲が負担します。

事前に乙に通知するものとします。

第

　

　

第

　

　

第

条

み

５

乙

は
続
６
Ｉ

人
る
く

条

Ｚ

＆

７

■

Ｚ

第

ない につセ

ス

り

ツ

は乙は、
より「EP」 懸導とこ電球怒習智なえ甚乞|こ去糸詈魯9留冗之毛士慧溜愛梅j吐裏毒乏格返節します。

契約条項 P-7735_221121(ミ スコピー控除方法について )

トータルサービスにもとづく不良コピー/プ リントの枚数控除算出方法は、メ下URLに掲載する契約条項
「P-7735」 に記載のとおりとします。

契約条項参照先 URL:https://ヽ
“
w.fujifiln,con/fb/β upport/kiyaku

契約条項 P-7912_221121 複合機設定支援サービス

をそ録容羅鑑漁詈究ゴ季含
機設定支援サービス (ベーシック)」 または「複合機設定支援サービス (ア ドバンス)」 (以下併せて、本サービスという)を付加

1 本サービスのサービス仕様およびサービス提供条件等の詳細は、1以下契約条項参照先の「サービス仕様等」に格納されているとおりとします。

2本 評 留 瑠 晩 織 歩りη理 ,科ミ
f業
ケ翌ゼ安澱 となぢ警巻機 似下、対象複合機という)と 同―呼′所にあり、甲が管理する

乙二月斤定の管理

::::騒:ζヨ:与をヨ::と鞄蠍翻睡鐵轍闇撃と報麹二釧::どfll承諮するものとし
れ 五索検術者を派造して乙のサービスt把点から 岬Okm以上離れている場所で本サービスを実施する場合、乙は、乙′所定の速EE離料金等を甲に請求できるも

&E夢
壌蘊葬鎌雛斃道靡瑠鶏視艇鶴犠隈策t協鶴幣怒幣牌離策魏籍臨籠督⊆躁鐵線サζ頂
欲箋ぉ岳館ま離露幸毎蕎蘇モ:社長尋七贔芳縛 汚苺ゝ足鳥宅基琺 艦こ建屯鰯 登抒ぞド憲fプま争と孵歩を)歩ムおよび
‖二写上患音房豊毛そζ鰍旋鶏と

'第

轍 賜請輔線の根常にイ)吼乙lまその資を負わテFいものれ
ます。
12.本サービスの実施において、乙所定の作業実施条件に準していなかった場合の不員・合、および完了後において甲が機械装置またはソフトウェアの設定を変

更した結果については、乙はいかなる責任も負わないものとします。
13本サービスの実施にあたり、甲が乙の責に帰すべき事由を原因として現実に発生した損害の賠償を求めるすべての場合において、乙は本サービス料金の

12ヵ 月分を上限とする通常かつ直接の損害についての責任のみを負うものとします。
14甲および乙は、本サーピスの提供に際して知り得た相手方の情報のうち当綾相手方が秘密である旨を特定したものを、事前に相手方の書面による承諾を

得ない限り、第二者に漏洩しないものとします。ただし、次のいずれかに骸当する情報はその範囲から除くものとします。

(1)甲 または乙が相手方から提供される以前に合法的に知つていたことを立証した情報
(2)甲 または乙の進反行為によらず、出版物その他によつて公知であるか公知となった情報
(3)甲 または乙が独自に開発したことを立顧とした情報
15乙は、本サービスの全部または一部を第二者に委託できるとともに、当該第二者の行為について自己の行為と同じ責任を負うものとします。     以上

上
　
　
　
　
　
　
上

以
　
　
　
　
　
　
以

る

を
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追加条項 (特約事項 )

1.本契約に基づき、乙が実施する保守サービス及び消耗品の供給ならびに
これらに付帯する業務は、乙から当該業務の委託を受けた次の者 (以下丙という)
が実施するものとします。

(会社名)  株 阪南ビジネスマシン

2.前 1項に基づき甲に供給された消耗品等の所有権は乙に帰属するものとします。

3.本契約により発生するトータルサービス料金は、丙が本契約所定の条件に従い
乙に代行して甲に請求します。

4.甲は前項による請求金額を丙に支払います。この丙に対する支払いをもつて
甲の乙に対する料金支払債務の弁済は完了したものとします。

5.上記3及び4項の合意は、乙が直接甲に受領する権限を妨げるものでは
ありません。

6.乙は乙丙間にて事務代行の終了を合意したときは、その旨を甲に対して
書面にて通知します。書面による通知によらなければ、乙は丙による事務
代行の終了を甲に対抗できません。

7.本追加条項により丙が実施ずる事項については、本契約の各条項にもとづき
乙が資を負うものとします。

以上
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印刷機使用貸借等契約書

水ノ上なるあき事務所 (以下「甲」という。)と株式会社 阪南ビジネスマシン (以下「乙」という。)
は下記の条項によリリングラフ印刷機 (以下「印刷機」という。)の使用貸借及び消耗品供給に関し
て契約を締結する。

契 約 条 項

(契約の目的)

第 1条 この契約は、乙が甲に対し、乙所有の印刷機を月額 4,000円 (消費税及び地方消費税別途)
で貸出すとともに、その使用に伴う指定する消耗品 lダJ町紙 1記載)の供給を行ない、甲はそ
れらを乙から購入することを目的とする。

(対象物件及び設置場所)

第 2条 この契約の対象物件及び設置場所は、別紙 1記載のとおりとする。

(契約期間)

第 3条 この契約の期間は、令和 2年 1月 6日 から令和 7年 1月 5日 までとする。
但し、期間満了の lヶ月以上前までに、甲乙いずれからも相手方に射する書面による別段の
意思表示がない場合には、更に 1年間同一条件にて更新されるものとし、以後も同様とする。

(契約保証金 )

第 4条 契約保証金は、これを免除する。

(代金の請求)

第 5条 乙は供給した消耗品の数に別紙 1記載のそれぞれの価格 (消費税及び地方消費税別途)
を乗じた代金を甲に請求するものとする。なお請求は、甲の検品を受けた後に行うものと
する。

(代金の支払 )

第 6条 消耗品料金、その他料金について、甲は乙の請求に基づき、請求のあった翌月の末日に
乙の指定する金融機関の日座に振込みの方法で支払うものとする。

(印刷機の保守)

第 7条 乙は甲が印刷機を正常に使用できるように保守サービスを行うものとする。ただし、下記
に掲げる修理に要する費用については甲に請求することができるものとする。
(1)乙又は乙が指定した者以外による改造、修理及び分解を行なったために必要になった修

理 。

(2)甲 の故意又は取扱上の重大な過失により必要になった修理。
(3)乙の指定した消耗品以外の消耗品を使用したために必要となった修理。

(権利義務譲渡の禁止)

第 8条 乙はこの契約により生じる一切の権利義務を第二者に譲渡し、またこの契約の履行を第二者
に委任することはできない。
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(印刷機の所有権)

第 9条 印刷機の所有権は乙に属 し、甲は善良なる管理者の注意義務をもつて下記事項のとおり使用
管理するものとする。

(1)甲 は、印刷機が乙の所有であることを示す表示等を毀損するなど印刷機の現状変更する
ような行為をしてはならない。

(2) 乙はいつでも機械を点検できるものとする。

(設置場所の変更)

第 10条 甲は第 2条に定める設置場所を変更する場合は、あらかじめ乙に通知し、乙の承諾を得
なければならない。このとき、印刷機の移動は乙が実施するものとする。

(印刷機の返還)

第 11条 この契約が終了したときは、甲は乙に対し直ちに印刷機を返還しなければならない。

(機構保持)

第 12条 甲と乙は、契約に基づき知り得た秘密を漏らしてはならない。

(契約解除)

第 13条 甲又は乙が正当な理由なくこの契約の条項に違反したときは、文書を以て通告し、直ち
にこの契約を解除することができる。

2甲又は乙の事情によりこの契約の変更及び解除を希望するときは、甲と乙は事前に協議す
るものとする。但し甲の一方的な事情による契約期間中の契約解除により、乙に損害を与

えたときは乙は甲に対して賠償を請求することができる。このときの賠償金は、甲乙協議

の上、これを定めるものとする。

(反社会的勢力の排除)

第 14条 甲及び乙は、相手方が次のいずれかに該当すると合理的に判断した場合は、相手方に対し
て何らの通知、催告を要せず、また自己の債務の履行提供をせずに直ちに、契約の全部又

ィは一部を解除することができる。また、これにより損害が生じた場合は、相手方が賠償す

るものとする。

(1)次に掲げる反社会的勢力のいずれかに該当する場合
①暴力団

②暴力団員

③暴力団準構成員

④暴力団関係企業

⑥総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ等

⑥その他前記①ないし⑤に準ずるもの

(2)前号に掲げる反社会的勢力又は反社会的勢力と密接な交友関係にある者 (以下、
「反社会的勢力等」と言う。)と 次のいずれかに該当する関係を有する場合
①反社会的勢力等によつて、その経営を支配される関係

②反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係

③反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関係

′     ④その他反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係
(3)自 ら又は第二者を利用して次のいずれかの行為を行つた場合
①暴力的な要求行為

②法的な責任を超えた不当な要求行為
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③取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

④風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、業務を妨害する

行為

(疑義の決定)

第 15条 この契約暮に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上
これを定めるものとする。

(遡及条項)

第 16条 この契約の効力は、令和 2年 1月 6日 から生じるものとする。

この契約の締結を証するため、本書 2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有す

るものとする。

令和 2年 1月 6日

(甲 )=‖メ_.上、式部 キヽデF托 lⅢ跡刺
′

.幸

14与与1子と→fご駅歳泳 ィ
(乙 ) 3275

ビジネスマ

取締役 上野
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キ

別紙 1

対象物件および印刷機設置先

消耗品価格一覧

契  約  日 令和 2年 1月 6日

対 象 物 件 リソグラフ印刷機  RZ630型   機番

設 置 先 名 水ノ上なるあき事務所

設 置 先 住 所 堺市西区浜寺諏訪森町中3T272-2

T  E  L 072-263-0333

F  A  X 072-263-0334

商 品 名 内  容 価  格

FⅡ タイプマスターBS 1本 (250版相当) ¥8,000円

FⅡ インク 1本  (1000CC) ¥4,500円
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様式第 13号 (第 6条関係)

備 品 台 帳

1品 目100, 000円 以上 300, 000円 未満の備品について記入すること。
購入年月日、償却完了年月日又は処分年月日の属する月は、使用していたものとみなす。

会派の名称 。議員氏名 水ノ上成彰

備考 1

2

処分年月日。事由
償却完了

年月日

R10。 3.22

耐用

年数

5年

年

年

年

年

政務活動費

充当額

124960円

(按分率 80 %)

(按分率   %)

(按分率   %)

(按分率   %)

(接分率   %)

購入金額

(税込)

156200円

形質

Core5

8GB

品  名

DELL 15型 ノートハ
°
ソコン

Office2021pro

(初期設定諸経費込み)

購入年月日

R6.3.22
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